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（韓国輸出主導型経済の機能不全一「失われた 10年」への不安一）

韓中関係の位置づけについて

( 1 ）テーマにおける問題の所在

・中国の大国化を韓国はどう位置づけているのか？ ※グローパル化する韓国

①韓国と中国の往来は著しく増大1

→訪韓中国人数は 2000～2014年の間だけでも、 44万人から 613万人に増え（訪韓日本人数は247万人→228

万人）、アジア地域にいる人たちが韓国に訪れる数は、 398万人→1186万人。他方で、訪中韓国人も 134万人

から 418万人と記録され活発な人の動き（訪日韓国人は 106万人→275万人）。 1980年代半ばにおいては、

訪韓中国人も訪中韓国人も隻毘lQQこ銀旦ム濃度であった。

②戦後、韓国と中国との本格的な交流

→1992年の国交正常化からはじまる。ここに至るプロセスにおいては、 1987年の韓国での民主化宣言、 1988

年のソウル・オリンピック、 1992年の中国での南巡講和による対外開放政策の促進と社会主義市場経済の提

唱などが、 1990年代に両国を近づける契機。さらに、韓国では 1997年アジア通貨金融危機に対応した IMF

構造調整政策が全面的なグローパノレ化を促し、他方で中国では 2001年の WTO加盟が韓中関係を一層深化さ

せるものとなった。

③同時に、戦後世界を形づくってきた冷戦体制が 1990年ころに崩壊し、韓国をとりまく国際政治経済環境が

大きく変容したことも重大な画期。

→いわば対米関係から対中関係へのシフトは、 1990年代以後の韓国政治経済構造の特徴…

〆このわずか 10～20年で劇的に移り行く韓中関係。

→韓国にとって大国中国がし、かなる存在であるのか。本報告では、 _ill旦立生弘隆の韓中貿易投資動向と政

治外交関係をめぐる形勢に焦点をあて、韓中関係の諸相を検討。
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( 2 ）韓中経済関係の動向について

・貿易および投資における対中動向は、対中重視の状況！

①1990年代以降、韓中間の貿易および投資は急速に進展2

→（図 1）とりわけ対中輸出額の伸び（盟盟主6億ドル→担且1乙1,453億ドルで縫孟貨、以下カツコ内は

同期間推移）が、対世界輸出額の伸び（650億→5727億ドルで旦盈）と比べても著しい。

→韓国の輸出相手国を検討すると、その変化は一目瞭然である。この二十年あまりで中国（0.9%→怨A滋）

やASE.必.J"(8.0%→1全宣単）をふくむアジア（37.9%→豆生亘弘）にむけた輸出が劇的に増大し、一方で（アジ

アに計上されるが）日本（19.4%→5.6%）とアメリカ（29.8%→12.3%）への輸出が停滞。

他方、輸入相手国としては、アジア（40.8%→42.2%）のうち中国（3.2%→l'.U~） と ASEAN (7.3%→ 

1生~主）からの輸入がもたらされ、日本（26.6%→10.2%）とアメリカ（24.3%→8.6%）は落ち込む。

〆特徴的な点は、とれまでの韓国の経済発展（輸出主導型）を担ってきた日本とアメリカの役割が後退しつつ

あり、 21世紀に最大の貿易相手国となった中国が大きな影響を及ぼすようになったことである。ただし、日

本との貿易は、戦後から現在に至っても赤字でありつづけていることに留意しなければならない（後述する韓

国の輸出主導型経済構造）。

②韓中間の貿易品目としては、テレビ、パソコン、スマートフォン類に必要な DRAMや集積回路など、電気

電子製品の生産に使われる原料・素材・部品が多い。そして、ここに強みをもっサムスン電子や現代自動車、

LG、SKなどが多国籍企業として世界を席巻している。

→韓国企業（財閥）は、中国市場をどのように捉えているのであろうか。

韓中海外直接投資の動向は3、韓国からの中国への積極的進出という一方的な関係（対外直接投資）…

→対中対外直接投資額は 1992年に 1億ドルを超え、 2007年には過去最大の 54億ドル。 2007年には、

中国だけで2生Q監の比重。また、近年では、対ASEAN投資額が中国を上まわる年も。

,/ 1990～2000年代にかけて、対アジア投資額は全体の 50.0%を超える年がつづく時期もあるほど、重要な

市場となっているが、中国よりも ASEANとし、ったような越虜片での変危もみられる。

〆（対外直接投資の具体的な数値の分析から）大企業の大規模投資はもちろんだが、中小企業の進出も活発

で、件数や新規法人数では中国およびアジアにおいて、他国・他地域と比較にならないほど圧倒的。いずれ

も主な業種は製造業。

Jさらに、財の調達・生産・販売において現地化戦略を明確に打ち出し、現地にあった製品開発や人材育成

、現地雇用などを果敢に推し進めている・産業の空洞化？ 輸出主導型経済機能不全の不安要素か（表 1、

表2）…資料上、分析対象に限定的な側面はあるが、海外雇用の増大！
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韓国の対中国貿易額および対外直接投資額の推移図 1
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（注）単位は、貿易額、海外直接投資額ともに100万ドル。なお、貿易額は左軸、海外直接投資額は右軸である。

（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）、韓国輸出入銀行（http://www.koreaexim.go.kr／）、産業通商資源部

(http://www.motie.go.kr／）を参照、作成。

（単位：100万ドル）

2005 2010 2014 

販売（売上） 現地販売 105,629 289,540 480,076 

韓国輸出 24,738 80目694 113,711 

第 3国輸出 66,014 108,576 127,611 

調達（貫入） 現地調達 37,024 156,964 263,625 

韓国輸入 78,983 144,879 224,071 

第3園輸入 33,915 78,191 110,196 

海外展開、現地化の加速表1

（出所）韓国輸出入銀行（h抗p://w州知reaexim.go.kr／）参照、作成。

（単位：人）

2005 2010 2014 

部門別 製造業 541,881 1,167,235 1,671,071 

卸・小売業 29.417 70,781 98,830 

その他 24,634 60,900 144,000 

地縁別 アジア 532,491 1,127,968 1,678,462 

北米 23,425 36,375 54,146 

ヨーロツJ~ 20,621 71,310 91,232 

その他 19,395 63,263 90,061 

企業規模別 大企業 267,012 648,308 1,270,596 

中小企業 327,977 635,427 612,082 

その他 943 15181 31,223 

海外進出現地法人における雇用者数構成の推移表2
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（出所）韓国輸出入銀行（h坑p://www.ko問 aexim.go.kr/kr ／）参照、作成。
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（サムスンの事例） 4、サムスン電子の製品の対世界市場占有率（2014年）については、 LCD・LEDなどを使用したフラットパネルデ

ィスプレイの薄型テレビ28.3%、60インチ以上の超大型テレビ39.1%、UHDテレビ34.3%、携帯電話22.1%、スマートフォン24.7%、半導

体メモリ DR品 '140.4%、NAND型フラッシュメモリ 36.5%、ディスプレイ起動チップDDI18.0%となっており、世界のトップシェアをほこ

る。また、 1990年から地域専門家制度によって進出国の言語や文化の環境に適応できる人材を育成するプログラムをいち早くとり入れたり、

他方で2008年からの GlobalMobility制度では海外の人材を韓国本社などに派遣し自社の経営方式や業務プロセスの理解を深める戦略がとら

れている。 2014年、サムスン電子の雇用者数は 32万人、うち園内従業員数 10万人、海外従業員数 22万人n とりわ

け、アジアでは中国 6万人および東南アジア・西アジア・日本 11万人となっており、雇用の伸びも数年で倍加するほどである。北米・中南米

は3万人、ヨーロッパ・CISは2万人である。中国には生産工場（13社で世界にある生産工場数の 34.2%）やR&Dセンター（17社で 19.4%)

が他国・他地域よりも多いが、販売店が少ない（2社で3.7%）。東南アジアでは、生産工場（7社で 18.4%）よりも販売店（9社で 16.7%）が

多い。地域別の売上高では、比率にすると、アメリカ（33%）やヨーロッパ（21%）に対して、中国は 16%と少ないが、ここ数年の売上高比

率の伸びでは中国およびアジア・アフリカが著しい。一方で、国内市場の売上高は、世奥比で 10%ほどに低迷しており、サム

スン電子の生き残りをかけても、輸出・生産・消費市場としての潜在性と可能性をもっ中国・アジア新興国の関係

強化が求められている。

③韓国の発展は、財生産および貿易で、いかにして利益をあげるかに懸かっている

→同国のこうした輸出主導型経済構造は、戦後からの「国民経済志向型の輸出主導型成長モデル」から 1997

年を画期とした「グローパノレ化志向の輸出主導型成長モデ、／レJに変容したと把握され5、「財閥主体で、グロー

パノレ調達をし、日本からは高付加価値・核心的な資本財・中間財を輸入し、完成品・中間財を中国・新興国、

米国、 EU、日本等に輸出する」 6とし、う形で展開される。

Jグローパル化と同時に「アジア佑Jをより強調すべき点なのではないだろうか。確かに最終消費地が先進諸

国・地域であるということはふまえなければならないが、中国と ASEANを捉えている状況は、極めてアジ

ア化。

〆リーマンショックの時にも、欧州債務危機の時にも、こうした中国との貿易拡大は、韓国の経済社会を支え

るほどの強みである。それは、輸出市場かっ消費市場として大きな可能性・潜在性をもっ中国の姿。

④韓中経済関係の新たな展開

→2015年 12月、韓中 FTAが正式に発効。

※本協定は、物品に関していえば、協定発効後 20年以内に全品目の 90%以上の関税を撤廃。関税撤廃の譲許

水準としては、表3に示したように、即時撤廃～20年以内と段階的なプロセスがとられている。

※（a）工業製品については、両国とも自動車が除外されたこと、（b）農水産物については、両国ともにコメ、

韓国側で牛肉・豚肉・鶏肉、りんご・みかん・梨・ぶどう、にんにく、玉葱、とうもろこし、アジ・サパ・サ

ンマ・タコ・イカなど主要な農水産物が除外されており 7、表4のように、農水産物については市場の開放化

があまりされていなしい・国内の市場が保護されており、自由化は緩やかなものとなっている。

→2015年現在、韓国の FTAはアジアにおいてすでに、シンガポール、 ASEAN、インド、ベトナムと発効…

アジアにシフトしている局勢！
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表3 韓中 FTAにおける関税撤廃の水準について （単位：%）

全品目 工業製品 農水産物

韓国側 中国側 韓国側 中国側 韓国側 中国側

品目数 輸入額 品目数 輸入額 品目数 輸入額 品目数 輸入額 品目数 輸入額 品目数 輸入額

即時撤廃 49.9 51.8 20.1 44.0 58.9 53.8 20.3 44.2 10.0 9.2 19.3 4.0 

5年撤廃 61.6 55.6 40.6 47.5 70.2 57.8 44.1 47.7 23.5 9.7 24.7 4.8 

10年撤廃 79.2 77.1 71.3 66.2 89.9 79.9 71.7 66.4 31.3 17.5 69.8 18.5 

15年撤廃 88.2 86.9 84.8 79.3 96.7 90.1 84.7 79.5 50.4 20.4 85.6 30.4 

20年撤廃 92.2 91.2 90.7 85.0 97.1 93.5 90.2 85.1 70.2 40.0 92.8 55.8 

除外 6.8 5.2 7.8 9.0 2.4 4.2 7.9 8.9 26.6 27.9 7.1 41.4 

（注）関税撤廃のプロセスでは上記に区分した年に限らず段階的な関税削減、このほか部分的な関税撤廃や削減などが若干の比率で算出されている。

（出所）産業通商資源部 FTA局（http://fta.go.kr／）『韓中円A詳細説明資料J関係部署合問、 12ページ、 15ページ、 20ページ。

表4 韓中 打Aにおける農水産物の関税撤廃率について

韓中円A -, 韓米 FTA 韓 EUFTA 

（単位：%）

韓豪 FTA

品目数基準 i 10.2 i 98.9 I 97.2 I 88.6 

輸入額基準 I 4o.o I 則 I 99.8 I 98.6 

（出所）産業通商資源部 FTA局（h均：／/fta.go.kr ／）『韓中 FTA詳細説明資料』関係部署合問、 19ページ。

( 3 ) 韓中政治外交関係をめぐる形勢

。韓中政治外交関係には、複雑で複合的な要素が絡み合う…

①韓国と中国の国交が正常化してから

→1990年代以降の韓中政治外交関係は、前節で考察した経済的つながりが深いため、表5に示されているよ

うに、“パートナー”として強調され、積極的で発展的な関係構築のプロセスを経てきた。

②2013年、韓国と中国はともに新しい政権体制に

→韓国では朴撞恵大統領が、中国では習近平国家主席が代表の座についた。両国の歩み寄りは早かったえ

→2013年には朴樺恵大統領が訪中し、信頼を強化する「心信之旅」というスローガンのもと、“韓中未来ビジ

ョン共同声明”の採択を通じた“韓中戦略的協力パートナ一関係の充実化”を掲げた。

※その重点的方策…（a）政府・議会・政党・学会などから包括的・多層的に発信する政治・安保分野で

の戦略的体制の構築、（b)FTAを中心とした経済・社会分野での協力を推進する制度の整備と拡大、（c)

学術・青少年・地方・伝統芸能など国民レベルで、の文化的交流を促進し、国民間の相互理解と信頼を強化

すること。

→2014年には習近平国家主席が訪韓し、“韓中共同声明”が採択。同声明では、上記の課題の継続を確認しな

がら、地域のコンセンサスとしての重要な内容が強調された。すなわち、朝鮮半島と東北アジアの平和および

安定をし、かにして持続的に醸成していくか、といったことである。

→2015年9月には、朴撞恵大統領が訪中し、韓中関係は継続的で発展的な動勢となっている90
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表5 1992年韓中国交正常化以後の関係性について

時期 韓中関係 評価

金泳三大統領

文民政府 “友好協力関係” 経済・通商・人的交流などを中心に関係発展

(1993～1997) 

金大中大統領
“21世紀に向けた協力パートナー関係”構築 高官レベルでの交流拡大

国民の政府
(1998) 政治・外交分野聞の協力強化など一層の包括的関係に発展

(1998～2002) 

慮武銀大統領
“全面的協力パートナー関係”構築 政治・外交・安保・経済・通商・文化など諸分野における全面的・

参与政府
(2003) 実質的協力関係に発展傾向

(2003～2007) 

李明博大統領 “戦絡的協力パートナー関係”構築
韓中関係の複合化：不信、葛藤、協力の重畳

(2008～2012) (2008) 

（出所）キム・フンギュ（2012）『政治・外交jイ・ヒオク、チャ・ジェボクほか『1992～2012韓中関係はどこまで来たか一成果と展望』東北亜歴史財団、36ページ、

表1、一部加筆。

③国防分野での協力は漸次的な拡大100

→軍事・安全保障分野での交流は、 1992年の国交正常化以来、国防長官の会談や、陸・海・空軍の参謀長官

の訪中・訪韓などが継続してとり行われている。

→また、毎年、両国の国防部聞の国防政策実務会議を通じて、交流計画も立てられ、相互の訪問が実施。

→加えて、近年では青年将校が軍事関係の語学学校や大学などへ留学しており、教育交流も盛んに推進されて

いる。部隊間交流もあり、 2005年からは捜索・救難共同訓練 （Si印 EX）が定期的に実施。

Jとはいえ、韓中聞にも歴史問題や領有権をめぐる争いは絶えない。両国は、経済協力だけでなく政治・外交

分野においても緊密な協力関係を築きあげているが、その様相は F涯涼梨、が三宮d宮、三°t;fi!:1衿n と描出される！

④韓国と中国には日本、台湾、北朝鮮が深く関わってくる。さらに重大なことは東アジアをめぐるアメリカの

強い関与。

→アジア新興国・中国の台頭とアメリカの衰退が叫ばれるなか、オパマ政権のアジアシフト、リバランス戦略

はTPP推進のように明白で、戦後冷戦期にっくり上げたアジアの同盟国に対して、アメリカとの関係性（態

度）を示すように急速に追っている。

→韓米同盟も韓国の対外関係における要諦。しかし、例えば、在韓米軍（兵力規模は 28,500人水準）の問題

も日本と同じように、基地の移設・再配置問題や事件・事故の多発が看過できない状況になっており、反米の

動きがあるのもまた事実。

〆韓国は、戦略外交と同盟外交を同時に追うバランス外交といわれるが、脱冷戦時代にグローパル化する世界

のなかで「会盟国家Jという冷戦の遺制を現在進行形で抱えている（歴史構造的な課題を）。

→北東アジアの秩序、とりわけ北朝鮮をめぐる事案に関しては、 2010年に起きた韓国哨戒艇沈没事件で乗組

員の犠牲者が多数、同年の延坪島砲撃事件では民間人までもが数名犠牲になるなど…現実は難しく、韓中関係

およびアジア間関係、韓米関係を複雑に。

6' 



⑤韓中政治外交をめぐるこのような形勢と変化する国際情勢について、韓国はどのように対応したら良いのか。

→その状況は、表6に示され、以下のように論及されている110

〆国際関係の変容の段階にそって、「韓国の対米・対中外交・安保戦略は、大きく連米通中、連米和中、連米

協中、連米連中といった路線で柔軟に適応することがきると考えられるJ12が、現在の韓国は、新しい戦略を

採用したときの経験と認識が不十分な状況であるため、その位置づけの理解が重要となってくる。

ーラ現段階では必筆法宿伊丹の戦略を推進する国際情勢の流れであり、「中国とは互いの葛藤を極力おさえる主

旦査墨の状況、つまりは連主連史の方策とその時期から抜け出さなければならない。共通の利害関係の領域を

確認し、その領域を広げつつ、相互の差異点を議論し減らしていく丞匝盤墨の考えを通して、より成熟し進展

した韓中関係の基礎を固めることが必要である。これは、アメリカと連帯しながらも中国とも和合の領域を拡

大する前向きな接近戦略である。この戦略には、中国に対する協力とリスク回避の要素が含まれるが、リスク

回避よりかは、協力を前面に押し出した関係である。相互のコミュニケーションの水準を超えて、高い信頼を

形成しながら統一外交の基礎も盤石なものにし、和合の段階に到達しようとする外交を推進するものである」

13と考察される。

表6 中米関係の進展と韓国の対応戦略

よ~ 新冷戦時代 協力の葛藤複合の構図 中米連携時代 Pax Chimerica 

韓米同盟を基盤に域内の友
連米和中戦略一辺倒の外

国際体制中国の浮上
好増進を努力

父を止揚し、
連米和中から連米協中に進化 連米協中から連米連中戦

連米通中戦略の模索
求問錨異追及

求同の追及 略へ
求問存異の模索

韓米同盟、対日協力を強固 韓米同盟維持 米国・中国との両者協力を基盤 中米と戦略対話深化で疎
北朝鮮体制の危機 および対中・対日協力外交強 に三者協力推進 外防止、

および対中・対露外交強化 イヒ 対北朝鮮解決策模索 韓中米三者協力の実現

（出所）キム・フンギュ（2012）『政治・外交」イ七オク、チヤ・ジェボクほか『1992～2012韓中関係はどこまで来たか一成果と展望』東北亜歴史財団、 50ペー
ジ、表2。

→最近では、韓中関係に限らず、アジア間での混沌とした状況に対し、「互いの違いを知り、認めたうえで一

致を求める、共通の利益を追求する」といった「求同存異」によって、新しい流れを生みだすことができると

議論されている。

〆だが、もはや互いの差異を認めることは当たり前で、そのギャップをし、かにして埋めていくか、が関われて

いる世界状況と国際環境の時代になっているのではないか。そうでないと、米中のはざまで揺れる韓国の不安

は拭いきれない。
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